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ポイント ① インプットとアウトプットを一挙にできる、画期的テキスト 

 

本講座のテキストは、見開きで 

（左ページ）「○×式の肢別問題」 

（右ページ）「まとめ図表」 

というレイアウトにしています。これにより、 

①〇×問題で間違えたものを、まとめ図表でインプットできる ②まとめ図表で覚えたものを、

〇×問題で確認する ということができます。 

受験において必要な知識のインプット・アウトプットをこの一冊で完了できるでしょう。 

 

ポイント ② こだわったのは学習の効率化 

 
＜午前の部＞ 
 
 平成 31 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

Ａランク 
（70％以上） 

１９ ２４ ２９ ３０ ２７ ２５ ２６ ２７ 

Ｂランク 
（40％以上） 

１４ １１ ６ ４ ６ ９ ８ ７ 

Ｃランク 
（39％以下） 

２ ０ ０ １ ２ １ １ １ 

基準点 ２５ ２５ ２７ ２７ ２６ ２６ ２６  

 
＜午後の部＞ 
 
 平成 31 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

Ａランク 
（70％以上） 

１３ １６ １０ ２１ １７ １５ １４ ２０ 

Ｂランク 
（40％以上） 

１６ １５ ２３ １２ １７ １９ １８ １２ 

Ｃランク 
（39％以下） 

６ ４ ２ ２ １ １ ３ ３ 

基準点 ２２ ２４ ２２ ２５ ２５ ２４ ２４  

 
 

 

＜合格のために必要なこと＞ 

 

Ａ全部 ＋ Ｂ半分以上 
            ↓            ↓ 

          主に過去問        未出論点 
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ポイント ③ もっとこだわったのは、記憶の定着化 

 

①「講義内で問題を解く、その後、その部分の説明を受ける」 

→ 自分のできないところがわかるから、今記憶すべきところが明確になる 

 

②インプットとアウトプットが一体化している 

→「問題を解いて」「講義で説明を聞いて」、「復習時に問題を解く」というプロセスを踏むこと

によって、1 つの知識に 3 回あたることができる。 

 

③結論の説明をする講義でなく、その考え方・理由付けにこだわった根本の講義 

→ 印象深く知識を入れることができる。 

 

ポイント ④ 択一ターゲット攻略講座を使った学習戦略 

 

                   １２月末       ３月末        

 

 

択一ターゲット（講義）       実力養成編    ファイナル編・模試 

                      ＋ターゲット教材  ＋ ターゲット教材 

                                ＋ 過去問１回し ※ 

        １回転             １～２回転      ２～３回転 

 

※ 直前期まで過去問集に触れる必要はありません。 

直前期に，どの年度を解くべきかは「会社法・商登法の講義の最終回」で説明します。 

 

 

            １０月半ば   １２月末       ３月末        

 

 

イン 

プット 

 

     （理想は２回） 

演習 

   

     １週間で２問  １週間で２問     １週間で２問 

          オーソドックス  本試験よりやや易   本試験並 

 

＜記述の解き方マスター講座＞ 

この講座では、記述の解き方を学習し、それを問題を使って、実践演習を通して身につけてい

きます。講義では、解き方はもちろんのこと、実体法の知識の確認、記述テクニックも説明し

ていきます。この講座をこなすことによって、「解き方」「知識」が固まっていき、年明け以降

の記述学習の核を作ることができるでしょう。 

記述の解き方 

マスター講座 ※ 

 

実力養成編 ファイナル編 

公開模試 

頻出論点 

記述編 
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＜ひな形テンプレート集＞について 

 

◆キホンひな形◆ 及ぼす変更 

 

 
１番   
抵当権Ｂ            

２番                         
抵当権Ｘ 
   （土地全体に設定）        
                   Ｃ 
 

（事実関係） 

令和２年７月１日，Ｂ及びＣは，１番抵当

権の効力をＣの単独所有権の全部に及ぼさ

せるため，Ｃが平成 20 年８月１日に取得し

た共有持分相当部分を目的として抵当権追

加設定契約を締結した。 

登記の目的  １番抵当権の効力を所有権全部に及ぼす変更 

原   因  平成 20 年６月１日金銭消費貸借 

令和２年７月１日設定 

権 利 者  ○○市○○町○丁目○番○号 Ｂ 

義 務 者  ○○市○○町○丁目○番○号 Ｃ 

添付情報   登記原因証明情報 

登記識別情報（Ｃの甲土地甲区３番の登記識別情報又は登記済証） 

印鑑証明書（Ｃの市町村長作成の印鑑証明書） 

登記上の利害関係を有する第三者の承諾を証する情報（Ｘの承諾書） 

代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 

登録免許税  金 1,500 円（登録免許税法第 13 条第２項） 

 

□ 及ぼす変更の登記を申請するに際して提供すべき登記識別情報は，新たに抵当権の効力が

及ぼされる持分についてのもののみで足りる。 

□ 及ぼす変更の登記は登記上の利害関係を有する第三者の承諾がある場合及び当該第三者が

ない場合に限り，付記登記によって申請することができる。 

 

＜及ぼす変更登記ができる場合＞ 

 

① 追加設定である 

② 追加設定の目的物が所有権等の権利または共有持分の一部である。 

③ 既登記の目的物は，②の権利の残部（又はその一部）である。 

④ ②及び③の目的物の権利者が同一人である。 

 

＜キホンひな形の変形＞ 

 

事 例 修正が必要な個所 及び 表現 

甲・乙・丙共有の不動産について甲の持分のみにＡ

を抵当権者とする抵当権設定登記がなされた後，甲

が乙の持分を取得して甲・丙共有の不動産になった

場合において，甲が乙から取得した新たな持分につ

いてもＡの抵当権の効力を及ぼしたとき 

目的 ○番抵当権の効力を甲持分全

部に及ぼす変更 

 

 

２分の１ Ｃ 

２分の１ Ａ 
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１．事  取得条項付株式の取得と引換えにする新株予約権の発行 

１．登  平成○年○月○日発行 

 第１回新株予約権 

  新株予約権の数 

   １００個 

  新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法 

   普通株式 ５０００株 

 （登記事項の記載を省略） 

１．税  ９万円（取得条項付株式の一部を取得する場合における２回目以後の新株予約権

の発行による登記にあっては，３万円）（登録税別表 1，24，(1)ヌ，ツ） 

 

＜必要な手続き及びチェック事項＞ 

取得日の決定 

（注） 

１ 決議権限 

株主総会普通決議（取締役会設置会社にあっては取締役会決議） 

↓  

株券提供公告 

現に株券を発行している株券発行会社においては株券提供公告が必要

（会社 219Ⅰ①） 

→ 公告媒体は適法か・１か月以上の期間を設けているかを確認 

↓  

財源規制 分配可能額は適法に存在するか（会社 170Ⅴ） 

（注）会社が別に定める一定の日が取得事由とされている場合を前提とする 

取得事由が定款に定められている場合には，その事由の発生を確認すること 

 

＜必要な手続き及び添付書類＞ 

 添付書類 添付が要求される場合 

取得日の決定 

（注） 

取締役会設置会社でない 

→ 株主総会議事録＋株主リスト 

取締役会設置会社    

→ 取締役会議事録 

会社が別に定める一定の日が取

得事由とされている場合 

株券提供公告 

株券提供公告をしたことを証する書

面（商登 62） 

株券発行会社で，一部でも株券

を「発行している」場合 

株式の全部について株券を発行して

いないことを証する書面（商登 62） 

株券発行会社で，（株式の全部に

ついて）株券を「発行していな

い」場合 

財源規制 
分配可能額が存在することを証する

書面（商登規 61Ⅹ） 
━━━━ 

その他 
当該新株予約権の内容の記載がある

定款等 

取得によって初めてする新株予

約権の発行による登記の場合 

（注）取得事由が定款に定められている場合には，取得事由の発生を証する書面（商登 59Ⅰ①）

を添付する 
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第９節 募集株式の発行 
 

【募集株式の発行等をする場合における決議事項（199Ⅰ・202Ⅰ）】 

 

1 会社設立後の募集株式の発行においては，株式の払込み又は給付に係

る額のうち２分の１を超えない額は，資本金として計上しないことが

できる。〔11-35-イ〕 

 

 〇 

2 種類株式発行会社が，株主に株式の割当てを受ける権利を与えて募集

株式の発行をする場合，当該募集株式の引受けの申込みをした各株主

に対しては，当該株主が有する種類の株式と同一の種類の株式が割り

当てられる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

3 公開会社は、取締役の報酬等として募集株式を無償発行するには、取

締役の報酬等（第361条第1項に規定する報酬等をいう。）として当該募

集に係る株式の発行又は自己株式の処分をするものであり、募集株式

と引換えにする金銭の払込み又は現物出資財産の給付を要しない旨、

及び募集株式を割り当てる日を定めなければならない。 

〔会計士〕 

 

 × 

4 上場株式を発行している株式会社は、取締役の報酬等として発行する

株式又はその処分する自己株式を引き受ける者の募集をするときは、

募集株式の払込金額又はその算定方法及び募集株式と引換えにする金

銭の払込み又は金銭以外の財産の給付の期日又はその期間を定めるこ

とを要しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

 
＜参考 募集株式発行 手続き全体像＞ 

 ＜募集株式発行＞                ＜募集新株予約権の発行＞ 

発行決議  発行決議 

↓  ↓ 

株主への通知・公告  株主への通知・公告 

↓  ↓ 

申込  申込 

↓  ↓ 

割当  割当 

↓  ↓ 

払込 ＋ 検査役の調査  払込 

 

                            ＜ 新株予約権の行使＞ 

  新株予約権の行使 

  ↓ 

  払込 ＋ 検査役の調査 
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【募集株式の発行等をする場合における決議事項（会社199Ⅰ・202Ⅰ）】 

 

 募集株式の発行等をする場合における決議事項 

株主割当以外

の場合 

募集事項（下記の①～⑤） 

① 募集株式の数 

② 募集株式の払込金額 又はその算定方法（注 1） 

③ 金銭以外の財産を出資の目的とするとき 

→ 現物出資をする旨 ＋ 当該財産の内容及び価額 

④ 払込み（給付）期日 又は 払込み（給付）期間（注 1） 

⑤ 株式を発行するとき 

→ 増加する資本金及び資本準備金に関する事項 （注 2） 

株主割当 

の場合 

上記①～⑤（募集事項）に加え，  

⑥ 株主に対し，募集株式の割当てを受ける権利を与える旨 （注 3） 

⑦ 募集株式の引受けの申込みの期日 

 

（注 1）②④を定めない場合（202 の２） 

 

 

 

 

 

 

   報酬として 

   株式発行 

 

取締役・執行役 

 

→払込なし 

募集事項の一部 

②（払込金額） 

④（払込期日） 

を定めることを要しな

い場合 ★4 

・ 上場されている株式を発行している

株式会社 ★3 

・ 報酬についての定款又は株主総会の

決議による定めに従い，株式を引き

受ける者の募集をするとき 

代わりに定めるべき 

事項 

① 取締役または執行役の報酬等であ

り，払込み又は給付を要しない旨 

② 募集株式を割り当てる日（割当日） 

 

（注2）会社成立後に株式を発行する場合には，原則として，会社に対して払込み又は給付をし

た財産の額はすべて資本金の額となる（会社445Ⅰ）。このうち，２分の１を超えない額を

資本金として計上しないことが認められ（会社445Ⅱ），その場合は資本準備金として計上

することになる（会社445Ⅲ）。★1 

 

（注3）種類株式発行会社にあっては，当該株主の有する種類の株式と同一の種類のものに限 

る★2 
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【募集事項の決定機関：非公開会社の場合】 

1 会社法上の公開会社でない株式会社において，株主割当て以外の方法

によって募集株式を発行する場合には，株主総会の決議により，募集

株式の数の上限及び払込金額の下限を定めて募集事項の決定を，取締

役会に委任することができ，その委任の決議の効力は，払込期日又は

払込期間の末日が当該決議の日から３か月以内の日である募集につい

てのみ効力を有する。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 

2 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社において，株主割当以外

の方法によって募集株式の発行をする場合には，株主総会の決議によ

り，募集株式の数の上限及び払込金額の下限を定めて募集事項の決定

を取締役会に委任することができ，当該委任の決議は，払込期日又は

払込期間の末日が当該決議の日から１年以内の日である募集について

のみ効力を有する。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

3 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社が，株主に株式の割当て

を受ける権利を与えずに募集株式の発行をする場合，募集株式の払込

金額が募集株式を引き受ける者に特に有利な金額であるときは，株主

総会の特別決議によって募集事項の決定を取締役会に委任することは

できない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

4 会社法上の公開会社と公開会社でない株式会社のいずれにおいても，

株主に株式の割当てを受ける権利を与えてされる募集株式の発行に際

し，募集事項を取締役会の決議により定めることができる。 

〔20-29-エ〕 

 × 

5 会社法上の公開会社でない会社において，株主に株式の割当てを受け

る権利を与えずに，払込金額が引受人に特に有利な金額でない募集株

式の募集事項の決定を株主総会の特別決議で行った場合には，当該募

集株式の発行による変更の登記の申請書に定款を添付しなければなら

ない。〔18-33-イ（22-29-イ）〕 

 

 × 

6 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社が，株主に株式の割当て

を受ける権利を与えずに募集株式の発行をする場合において，株主総

会の決議によって募集事項の決定を取締役会に委任するときは，募集

株式の発行による変更の登記の申請書には，当該委任決議に係る株主

総会議事録を添付しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

7 会社法上の公開会社でない株式会社が株主に株式の割当てを受ける権

利を与えてする募集株式の発行の場合において，取締役会設置会社が

募集事項を取締役会の決議により決定したときは，募集株式の発行に

よる変更の登記の申請書に，取締役会の議事録に加え，定款を添付し

なければならない。〔26-33-イ（20-33-ウ）〕 

 

 〇 

8 公開会社でない会社では、募集株式の数、払込金額その他の募集事項

の決定は、株主総会の特別決議によって、取締役会に委任することが

できるが、募集株式の数の上限と払込金額の下限は、株主総会で決定

しなければならない。〔会計士〕 

 

 〇 
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【募集事項の決定機関：非公開会社の場合】 
 

 
原 則 例 外 

株主割当以外 
株主総会の特別決議 

（会社199Ⅱ・309Ⅱ⑤） 

株主総会の特別決議により，募集

事項の決定を取締役（取締役会設

置会社にあっては，取締役会）に

委 任 す る こ と が で き る （ 会 社

200Ⅰ・309Ⅱ⑤）★3.5.6（注） 

株主割当 
株主総会の特別決議 

（会社202Ⅲ④・309Ⅱ⑤）★4 

定款に定めることにより，取締役

の決定（取締役会設置会社にあっ

ては，取締役会決議）により定め

ることも可能（会社202Ⅲ①②）★7 

 

（注）取締役会への委任について 

 

 

株主総会 

 ①募集事項決定の 

  委任 

 

 

取締役会 

 ②募集事項の決定 

 

①の委任の際に定

める事項 

・ 募集株式の数の上限    ★8 

・ 払込金額の下限（会社 200Ⅰ）  ★8 

※ 下限が有利な金額である場合には，理

由の説明も必要（会社 200Ⅱ） 

委任決議が効力を

有する期間 

当該委任決議の日から払込期日（払込期間

を定めた場合にあっては，払込期間の末日）

が１年以内の日である募集株式発行 

（会社 200Ⅲ）★1.2 
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【募集事項の決定機関：公開会社の場合】 

（会社法） 

1 株主に株式の割当てを受ける権利を与えずに募集株式の発行をする場

合，募集株式の払込金額が募集株式を引き受ける者に特に有利な金額

であるときは，取締役は，募集事項を決定する株主総会において，当

該払込金額でその者の募集をすることを必要とする理由を説明しなけ

ればならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

2 会社法上の公開会社における募集株式の発行において，株主に株式の

割当てを受ける権利を与える場合であっても，その払込金額が当該株

式の時価よりも相当程度低い金額であるときは，取締役は，株主総会

において，当該払込金額でその者の募集をすることを必要とする理由

を説明しなければならない。〔25-28-イ〕 

 

 × 

3 会社法上の公開会社と公開会社でない株式会社のいずれにおいても，

株主割当て以外の方法によって，募集株式の発行に係る募集事項の決

定を株主総会で行う場合において，当該募集株式の払込金額が募集株

式を引き受ける者に特に有利な金額であるときは，取締役は，当該株

主総会において，当該払込金額でその者の募集をすることを必要とす

る理由を説明しなければならない。〔20-29-オ〕 

 

 〇 

4 会社法上の公開会社がその発行する株式を引き受ける者の募集におい

て株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合には，募集株式の払

込金額が募集株式を引き受ける者に特に有利な金額であるときであっ

ても，株主総会の特別決議を経る必要はない。〔令2-28-ア〕 

 

 〇 

（商業登記法） 

5 会社法上の公開会社である株式会社が，株主に株式の割当てを受ける

権利を与えずに募集株式の有利発行をする場合でも，株主総会の特別

決議によって委任決議をし，委任決議の日から払込期日又は払込期間

の初日が１年以内であれば，取締役会の決議で募集事項の決定をする

ことができ，当該取締役会議事録を添付して，募集株式の発行による

変更の登記を申請することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

払込期間の初日 

ではなく，払込

期間の末日が１

年以内 

6 会社法上の公開会社において，一度の取締役会の決議で複数回の募集

株式の発行のための募集事項を決定している場合には，当該取締役会

の議事録を１回目の募集株式の発行による変更の登記の申請書の添付

書面とすることができるが，２回目以降の募集株式の発行による変更

の登記の申請書の添付書面とすることはできない。 〔28-31-エ〕 

 

 × 

7 会社法上の公開会社が株主に株式の割当てを受ける権利を与えないで

募集株式を発行した場合において，募集事項として定めた払込金額が

募集株式を引き受ける者に特に有利な金額であるときは，募集株式の

発行による変更の登記の申請書には，株主総会の特別決議に係る議事

録を添付しなければならない。〔28-31-ア〕 

 × 
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【募集事項の決定機関：公開会社の場合】 

 

 
原 則 有利発行の場合 

株主割当以外 
取締役会 

（201Ⅰ・199Ⅱ） 

原則：株主総会の特別決議 

（199Ⅱ・201Ⅰ・309Ⅱ⑤） 

例外：株主総会の特別決議により

取締役会に委任（200Ⅰ）（注

１・２・３） 

株主割当 

（注４） 
取締役会（202Ⅲ③） 

取締役会（202Ⅲ③） 

★4 

 

（注１）この場合においては，その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる募集株式

の数の上限及び払込金額の下限を定めなければならない（会社 200Ⅰ）。 

 

（注２）この委任決議は，払込期日（払込期間を定めた場合にあっては，払込期間の末日）が当

該決議の日から１年以内の日である募集についてのみその効力を有する（200Ⅲ） 

★4.5 

 

（注３）株式会社の代表取締役が新株を発行した場合には，当該新株が，株主総会の特別決議を

経ることなく，株主以外の者に対して特に有利な発行価額をもって発行されたものであ

っても，その瑕疵は，新株発行無効の原因とはならない（最判昭 46.7.16）。そして，登

記官は有利発行か否かを申請書から判断することが困難であるため，当該募集株式の発

行による変更の登記の申請書には，株主総会議事録を添付することを要せず，取締役会

議事録を添付することで足りる（昭 30.6.25 民甲 1333 号）。★7 

 

（注４）株式会社が募集株式の発行をするに際して，その募集株式の払込金額が募集株式を引き

受ける者に特に有利な金額である場合には，取締役は，株主総会において，当該払込金

額でその者の募集をすることを必要とする理由を説明しなければならない（会社 199Ⅲ）。

★1.3 

しかし，募集株式の発行に際して，株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合にお

いては，その払込金額が当該株式の時価より相当程度低い金額であっても，取締役は，株

主総会において，当該払込金額でその者の募集をすることを必要とする理由を説明するこ

とを要しない（会社 202Ⅴによる会社 199Ⅲの適用除外）。★2 

 

□ 会社法上の公開会社は，募集株式の発行をする場合，原則として，取締役会の決議により   

募集事項に係る一定の事項を定めることができる（会社199・201・202Ⅲ）。この点，一つ

の取締役会の決議をもって数回（１回から３回まで）の新株発行に関する事項を決定した

取締役会の議事録は，各回の募集株式の発行による変更の登記の申請書の添付書面となる

（昭37.6.13民甲1563号）。★6 
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【募集株式発行において種類株主総会決議が必要とされる場合】 

（会社法） 

1 種類株式発行会社が募集株式の発行をする場合において，募集株式の

種類が譲渡制限株式であるときは，株主割当の方法によるか否かにか

かわらず，当該種類の株式の種類株主を構成員とする種類株主総会の

決議がなければ，その効力を生じない。（なお，ある種類の株式の種類

株主に損害を及ぼすおそれはないものとする。）〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 
株主割当の方法による場

合，種類株主総会の決議を
経ることを要しない（会社

202Ⅴ） 

2 会社法上の公開会社と公開会社でない株式会社のいずれにおいても，

種類株式発行会社において縁故者に対してのみ募集株式の発行を行う

場合には，種類株主総会の特別決議により募集事項を決定しなければ，

当該募集株式の効力が生じないことがある。〔20-29-ウ〕 

 〇 

 

（商業登記法） 

3 種類株式発行会社が，株主に株式の割当てを受ける権利を与えて譲渡

制限株式である募集株式の発行をする場合において，ある種類の株式

の種類株主に損害を及ぼすおそれがないときは，募集株式の発行によ

る変更の登記の申請書には，種類株主総会議事録を添付することを要

しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

4 種類株式発行会社が株主に株式の割当てを受ける権利を与えないです

る募集株式の発行の場合において，当該募集株式の種類が譲渡制限株

式であるときは，当該種類の種類株主総会において議決権を行使する

ことができる種類株主が存しない場合を除き，募集株式の発行による

変更の登記の申請書には，募集事項の決定に係る当該種類株主総会の

議事録を添付しなければならない。〔令3-30-ウ〕 

 

 〇 

5 会社法上の公開会社である種類株式発行会社が，株主割当以外の方法

によって譲渡制限株式を発行する場合，募集株式の発行による変更の

登記の申請書には，当該譲渡制限株式の種類株主を構成員とする種類

株主総会議事録を添付しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

6 種類株式発行会社が，株主に株式の割当てを受ける権利を与えずに募

集株式として譲渡制限株式を発行する場合，当該株式の募集事項につ

いて種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めがあるときは，当

該募集株式の発行による変更の登記の申請書には，定款を添付するこ

とを要しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

7 種類株式発行会社において，株主に株式の割当てを受ける権利を与え

ずに譲渡制限株式である募集株式の発行をする場合において，当該種

類の株式を引き受ける者の募集について当該種類株主総会の決議を不

要とする旨を定款で定めたときは，その旨の登記を申請することがで

きる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

【株主割当における基準日】 

1 株主割当による募集株式の発行において，株式の割当てを受ける権利

につき基準日を設けた場合は，募集事項の決定の決議後，基準日まで

の期間が２週間に満たないときであっても，募集株式の発行による変

更の登記を申請することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 
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【募集株式発行において種類株主総会決議が必要とされる場合】 

 場面 必要とされる種類株主総会 
定款で種類株主総会

を不要とできるか 

株主割当の場合 

ある種類の株式の

種類株主に損害を

及ぼすおそれがあ

るとき★1.3 

当該種類株主総会の特別決議 

（会社322Ⅰ④・324Ⅱ④） 

可能 

＋定款の定めは登

記事項 

 （注１） 

株主割当以外 

の場合 

募集株式が譲渡制

限株式である場合 

当該種類株主総会の特別決議 

（会社199Ⅳ・200Ⅳ・324Ⅱ②）

★2.4.5 

可能 

※定款の定めは登

記事項ではない 

（注２）★7 

 

（注１）当該種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めに従って種類株主総会の決議を省略

する場合，当該定款の定めは登記事項であるから，これを立証するため定款の添付を

要しない。 

 

（注２）当該種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めに従って種類株主総会の決議を省略

する場合，当該定款の定めは登記事項ではないから，これを立証するため定款の添付を

要する（商登規61Ⅰ）。★6 

 

 

【株主割当における基準日】 

 

株式の割当てを受ける権利が与えられる株主を決定するには，基準日制度による。 

株主に株式の割当てを受ける権利を与えるについて，基準日を設ける場合においては，定

款に定めがあるときを除き，会社は，当該基準日の２週間前までに，当該基準日及び基準

日株主が行使することができる権利の内容を公告しなければならない（会社124Ⅲ）。 

 

論点 結論 

基準日の公告を，募集株式の発行

の決議の前に行うこと 
〇 （昭34.7.28民四173号回答） 

募集事項の決定の決議の日と基準

日との間に２週間の期間を置かな

いでされた募集株式の発行の処理 

〇 

★1 

上記から，基準日の公告がなされた後に募集事

項の決定の決議がなされ，その後に基準日が到

来することもあり得る。 
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【株主への通知（又は公告）】 

（会社法） 

1 会社法上の公開会社における募集株式の発行において，会社は，取締

役会の決議によって募集事項を定めた場合（株主に株式の割当てを受

ける権利を与える場合を除く。）には，募集事項において定められた払

込期日の２週間前までに，当該募集事項を公告し，かつ，株主に対し，

各別にこれを通知しなければならない。〔25-28-ア〕 

 

 × 

2 会社法上の公開会社が取締役会の決議によって募集事項を定めたとき

は，払込期日又は払込期間の初日の２週間前までに，株主に対し，当

該募集事項を通知又は公告しなければならない。これは，株主割当の

方法による場合は当てはまらないが，株主割当て以外の方法による場

合は当てはまる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

3 会社法上の公開会社である株式会社が，株主に株式の割当てを受ける

権利を与えて募集株式の発行をする場合，取締役会の決議によって募

集事項を定めたときは，払込期日又は払込期間の初日の２週間前まで

に，株主に対し，当該募集事項を公告しなければならない。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

4 会社法上の公開会社がその発行する株式を引き受ける者の募集におい

て株主に株式の割当てを受ける権利を与えた場合において，株主が募

集株式の引受けの申込みの期日までに募集株式の引受けの申込みをし

ないときは，当該株主は，募集株式の割当てを受ける権利を失う。〔令

2-28-イ〕 

 

 〇 

（商業登記法） 

5 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社が，募集株式の発行に際

して，株主に株式の割当てを受ける権利を与えた場合には，募集株式

の発行による変更の登記の申請書には，株主に対して募集事項，当該

株主が割当てを受ける募集株式の数及び募集株式の引受けの申込みの

期日を通知したことを証する書面を添付しなければならない。 

〔22-29-ウ〕 

 

 × 

6 平成20年６月１日開催の取締役会において「基準日同年６月４日，引

受けの申込みの期日同月16日，払込期日同月19日」とする株主割当増

資を決議した会社法上の公開会社に関し，申請書に全株主の期間短縮

同意書を添付しないでされた募集株式の発行による変更登記の申請

は，受理されない。〔13-34-1〕 

 

 〇 

7 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社において，株主に株式の

割当てを受ける権利を与えた場合において，募集事項を決定した株主

総会決議の日と募集株式の引受けの申込みの期日との間に２週間の期

間がないときは，募集株式の発行による変更の登記の申請書には，当

該期間の短縮についての総株主の同意書を添付しなければならない。  

〔22-29-エ（63-34-5，26-33-エ）〕 

 

 〇 

8 会社法上の公開会社でない株式会社が株主に株式の割当てを受ける権

利を与えないでする募集株式の発行の場合において，払込みの期日が，

募集事項の決定をした株主総会の決議の日の10日後であったときは，

募集株式の発行による変更の登記の申請書に，期間の短縮についての

総株主の同意を証する書面を添付しなければならない。〔26-33-ウ〕 

 × 
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9 会社法上の公開会社が第三者割当て（有利発行ではない。）によって募

集株式の発行をした場合において，払込期日と募集事項の公示との間

に２週間の期間をおかないで募集株式の発行がされたときは，株主全

員の同意書を添付しなければならない。〔63-34-3（8-29-4）〕 

 

 〇 

10 会社法上の公開会社が，取締役会の決議によって株主に株式の割当て

を受ける権利を与えずに募集株式の発行をする場合，払込期間を定め

たときはその期間の初日の２週間前までに，株主に対し，当該募集事

項を通知又は公告しなければならず，募集株式の発行による変更の登

記の申請書には，通知又は公告したことを証する書面を添付しなけれ

ばならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

【株主への通知（又は公告）】 

 株主割当以外  株主割当 

趣 旨 

株主の募集株式の発行等の差止請

求権（会社210）の行使機会確保の

ため 

株主に申込の機会を与えるため 

（注1） 

どのよう

な場合に 

原 

則 

公開会社が取締役会決議により募

集事項を定めた場合 ★8 

株主割当による場合は常に 
例 

外 

① 有利発行・有利処分（会社199

Ⅲ・201ⅠⅢ） 

② 払込期日（払込期間の初日）の

２週間前までに金融商品取引法

所定の届出をしている場合，その

他法務省令で定める場合（会社

201Ⅴ，施規40） 

誰に対して 株主に対して 当該株式会社を除く株主に対して 

何 を 

① 募集事項 

② 市場価格のある株式の募集を

する場合において，公正な価額に

よる払込みを実現するために適

当な払込金額の決定方法を定め

たときはその方法 

① 募集事項 

② 当該株主が割当てを受ける募

集株式の数 

③ 申込期日 

いつまでに 
払込期日（払込期間の初日）の２週

間前まで ★2 
申込期日の２週間前まで ★3.4 

何を 通知又は公告 ★1 通知 

登記手続上，要求

さ れ て い る 期 間

（注2） 

募集事項の決議～払込期日（払込期

間を定めた場合にあっては，払込期

間の初日）まで２週間 

募集事項の決議又は基準日～申込

期日まで２週間 

★6 

立証書面 

通知又は公告したことを証する書

面は添付書面として要求されてい

ない。★10 

通知したことを証する書面は添付

書面として要求されていない。★5 

（注1）株主が募集株式の引受けの申込みの期日までに募集株式の引受けの申込み（203）をし

ないときは，当該株主は，募集株式の割当てを受ける権利を失う（204Ⅳ）。★4 

（注2）この２週間の期間をおかないでされた募集株式の発行による変更登記の申請は，原則と

して却下される（会社24⑩・25Ⅰ）。しかし，株主全員の期間短縮に関する同意書（会社

46Ⅰ）を添付すれば，この無効原因は治癒されるため，その申請は受理される（昭41.10.5

民甲2875号参照）★7.9 



ＬＥＣ東京リーガルマインド 複製・頒布を禁じます 

16 

【申込・割当】 

（会社法） 

1 会社法上の公開会社における募集株式の発行において，会社が譲渡制
限株式である募集株式の引受けの申込みをした者の中から当該募集株
式の割当てを受ける者を定める場合には，その決定は，取締役会の決
議によらなければならない。〔25-28-ウ〕 
 

 〇 

2 取締役会設置会社以外の株式会社においては，募集株式が譲渡制限株
式である場合に申込者の中からその割当てを受ける者を決定すること
も，募集新株予約権の目的である株式が譲渡制限株式である場合に申
込者の中からその割当てを受ける者を決定することも，定款に別段の
定めがある場合を除き，株主総会の決議によらなければならない。 

〔19-30-オ〕 

 〇 

（商業登記法） 

3 株式会社が募集株式の引受人と総数引受契約を締結した場合，募集株
式の発行による変更の登記の申請書には，総数引受契約を証する書面
を添付することを要しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

4 取締役会設置会社が，株主に株式の割当てを受ける権利を与えずに募
集株式として譲渡制限株式の発行をする場合において，当該募集株式
を引き受けようとする者と総数引受契約を締結するときは，当該募集
株式の発行による変更の登記の申請書には，当該総数引受契約の承認
をした取締役会議事録を添付しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 

5 取締役会設置会社でない会社が株主に株式の割当てを受ける権利を与
えないで譲渡制限株式を発行した場合には，定款に別段の定めがある
ときを除き，募集株式の発行による変更の登記の申請書には，株式の
割当てを決定し，又は総数引受契約を承認した株主総会の特別決議に
係る議事録を添付しなければならない。 〔28-31-イ〕 
 

 ○ 

6 第三者割当てにより譲渡制限株式でない募集株式の発行をする場合に
は，募集株式の割当ての決定を代表取締役が行ったときであっても，
当該登記の申請書には，代表取締役が募集株式の割当てについて決定
したことを証する書面の添付を要しない。〔23-31-イ〕 
 

 〇 

7 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社が株主に株式の割当てを
受ける権利を与えないで募集株式を発行する場合は，定款に別段の定
めがあるときを除き，募集株式の発行による変更の登記の申請書には，
株式の割当てを決定し，又は総数引受契約を承認した株主総会の議事
録を添付しなければならない。〔令2-30-ア〕 
 

 × 

8 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社が株主に株式の割当てを
受ける権利を与えて募集株式を発行した場合には，株式の割当てを受
ける者を決定した取締役会の議事録を添付しなければならない。 

〔19-31-イ〕 

 × 

9 会社法上の公開会社が発行する募集株式の割当てにより引受人となっ
た者が，その引き受けた募集株式の株主となることにより，当該募集
株式の引受人の全員が株主となった場合における総株主の議決権の過
半数を有することとなる場合に，総株主の議決権の10分の１以上の議
決権を有する株主から反対の通知があったときは，当該会社の財産状
況が著しく悪化している場合において，当該会社の事業継続のため緊
急の必要があるときを除き，募集株式の発行による変更の登記の申請
書には，当該割当ての承認を決議した株主総会の議事録を添付しなけ
ればならない。 〔28-31-ウ〕 
 

 ○ 
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10 会社法上の公開会社である株式会社が，株主に株式の割当てを受ける
権利を与えずに募集株式の発行をする際に，特定引受人が生ずる場合，
総株主の議決権の10分の１以上の議決権を有する株主が特定引受人に
よる募集株式の引受けに反対する旨を当該株式会社に通知したが，株
主総会の決議による承認が不要となるときは，当該募集株式の発行に
よる変更の登記の申請書には，当該株主総会の決議による承認を受け
なければならない場合に該当しないことを証する書面を添付しなけれ
ばならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 

11 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社が株主に株式の割当てを
受ける権利を与えないでする募集株式の発行の場合において，株主総
会の特別決議により募集事項の決定と申込みがされることを条件とす
る申込者に対する募集株式の割当てに関する事項の決定を同時に行っ
たときは，当該株主総会の議事録を添付して募集株式の発行による変
更の登記を申請することができる。〔令3-30-エ〕 

 × 

 

【申込・割当】 

申込 → 割当 → 支配株主の異動の処理 

引受けの申
込みを証す
る書面 

 

募集株式が譲渡制限株式
の場合 
→株主総会議事録 
＋株主リスト 
又は取締役会議事録※1.2 

 

支配株主の異動を伴う募集株式の発
行を行う場合において，反対の通知
があったとき 
→ 株主総会議事録★9 
又は株主総会の決議による承認を受

けなければならない場合に該当
しないことを証する書面★10 

 

総数引受契約 → 支配株主の異動の処理 

①総数の引受けを
行う契約を証す
る書面 
★3.4 

②募集株式が譲渡制限株
式の場合  ★5 

→株主総会議事録（ 株 主 リ ス ト ）又
は取締役会議事録※１ 

 同上 

 
※１ 割当 【図表1 第三者割当ての場合における募集事項・割当ての決定機関と割当ての決定の立証】 

 割当ての決定 

決定機関 添付書面 

株主割当以外 

譲渡制限株
式の発行 

取締役会設置会社 
取締役会  

★1 
取締役会議事録 

★7 

取締役会を 
置かない株式会社 

株主総会 
★2 

株主総会議事録 
 

上記以外 代表者（の決定） 
不要  
★6 

株主割当 
不要 
★8 

 

 
※２ 募集事項の決定の際に，既に判明している引受人の申込みを条件として割当て決議をすること 

第１号議案 募集株式発行の件 
（１）募集株式の数  普通株式 10,000株 

（一部省略） 
（５）株主割当以外で行うものとして，下記   

の者が適法に申し込みをすることを条件 
とし，下記の者に割り当てる。       

   5,000株 新宿商事株式会社 

募集事項の決定と割当て
の決定の決議機関が同一 

〇 
（ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 
Ｐ288） 

上記以外 
× 
★11 
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【特定引受人が生じた場合の株主への通知・公告】 

1 募集株式の引受人Ａがその引き受けた募集株式の株主となった場合に

有することとなる議決権の数が，当該募集株式の引受人の全員がその

引き受けた募集株式の株主となった場合における総株主の議決権の数

の2分のlを超える場合には，会社法上の公開会社は，株主総会の特別

決議によってＡに対する募集株式の割当ての承認を受けなければなら

ない。〔令2-28-ウ〕 

 

 × 

2 公開会社の募集株式の割当てにより、当該募集株式の引受人となった

者が当該公開会社の総株主の議決権の２分の１を超える数の議決権を

有することになる場合において、総株主の議決権の10分の１以上の議

決権を有する株主が当該公開会社に反対の通知をしたときは、株主総

会の特別決議によって当該引受人に対する募集株式の割当てについて

承認を受けなければならない。〔会計士〕 

 

 × 

3 会社法上の公開会社が，株主に株式の割当てを受ける権利を与えない

でする方法により，金銭の払込み又は財産の給付の期日を定めて募集

株式の発行を行う際，募集株式の引受人が特定引受人であり，かつ，

当該株式会社の親会社である場合には，当該期日の２週間前までに，

株主に対して当該特定引受人に係る一定の事項を通知又は公告しなけ

ればならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

4 会社法上の公開会社の募集新株予約権の引受人が，特定引受人に該当

する場合において，総株主の議決権の10分の１以上の議決権を有する

株主が，当該株式会社に対し，特定引受人に関する事項の通知又は公

告の日から２週間以内に特定引受人による募集新株予約権の引受けに

反対する旨を通知したときは，当該株式会社は，財産の状況が著しく

悪化し，事業の継続のため緊急の必要があったとしても，株主総会の

決議によって，当該特定引受人に対する募集新株予約権の割当ての承

認を受けなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

【募集株式の引受けの申込み及び割当て並びに総数引受契約の無効・取消しの制限（211）】 

1 会社法上の公開会社における募集株式の発行において，募集株式の引

受人は，出資の履行をした募集株式の株主となった日から１年を経過

した後は，その株式について権利を行使していない場合であっても，

錯誤を理由として募集株式の引受けの無効を主張することができな

い。〔25-28-オ〕 

 

 〇 

2 募集株式の引受人は，株主となった日から１年を経過する前であって

もその株式について権利を行使した後は，強迫を理由として募集株式

の引受けの取消しをすることができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 
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【特定引受人が生じた場合の株主への通知・公告】 

 

 

 

   特定引受人 

   が生じる募 

集株式発行 

 

 通知 

 

 

株主 

→ 一定数の反対 

→ 株主総会決議 

 

 

 

論点 結論 

通知を行う場合 
公開会社が，特定引受人が生じる募集株

式の発行を行う場合（注1）（注2） 

株主総会決議が必要

になる場面 

（ 会 社 206の ２ Ⅳ 本

文） 

総株主の議決権の10分の１以上の議決権

を有する株主が反対する旨を公開会社に

通知したとき ★1 

上記の決議要件 

（ 会 社 206の ２ Ⅳ 本

文，同Ⅴ） 

議決権を行使することができる株主の議

決権の過半数（３分の１以上の割合を定

款で定めた場合にあっては，その割合以

上）を有する株主が出席し，出席した当

該株主の議決権の過半数（これを上回る

割合を定款で定めた場合にあっては，そ

の割合以上）★2 

株主総会決議を要し

ない場合 

（ 会 社 206の ２ Ⅳ 但

書） 

当該公開会社の財産の状況が著しく悪化

している場合において，当該公開会社の

事業の継続のため緊急の必要があるとき 

★4 

 

（注1）特定引受人 

当該引受人（その子会社等を含む。）がその引き

受けた募集株式の株主となった場合に有するこ

ととなる議決権の数（１号） 

＝ 50％超 → 

 

当該引受人 

＝特定引受人 当該募集株式の引受人の全員がその引き受けた

募集株式の株主となった場合における総株主の

議決権の数（２号）  

 
（注 2）特定引受人が当該公開会社の親会社等である場合には，通知は不要 ★3 
 

 

【募集株式の引受けの申込み及び割当て並びに総数引受契約の無効・取消しの制限（会社 211）】 

○＝主張可  ×＝主張不可 

 株主となった日（会社 209）

から１年経過する前かつそ

の株式について権利を行使

する前 

株主となった日（会社209）か

ら１年を経過した後又はその

株式について権利を行使した

後 

心裡留保・虚偽表示 ×（会社211Ⅰ，民93但書・94Ⅰ） 

錯誤・詐欺・強迫 ○ 
×（会社211Ⅱ） 

★1.2 

意思無能力・行為能力の制

限・詐害行為取消し 
○ ○ 
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【募集株式の発行等の際の現物出資（他の制度との比較）】 

（会社法） 

1 募集株式の発行に際して，現物出資財産を出資の目的とする旨を定め
た場合において，現物出資財産を給付した募集株式の引受人が複数で
あり，その全員に割り当てる株式の総数が発行済株式の総数の10分の
１を超えないときは，当該現物出資財産の価額について，検査役の調
査を省略することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 

2 募集株式の発行に際して，現物出資財産を出資の目的とする旨を定め
た場合において，当該現物出資財産について定められた価額の総額が
500万円であるときは，検査役の調査を省略することができる。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 

3 募集株式の発行において，現物出資財産が株式会社に対する弁済期が
到来している金銭債権であって，当該金銭債権について募集事項で定
められた価額が当該金銭債権に係る負債の帳簿価額を超える場合，当
該現物出資財産の価額について検査役の調査を省略することができ
る。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 
負債の帳簿価額

を超えない場合

である 

4 募集株式の発行に際して，現物出資財産を出資の目的とする旨を定め
た場合，当該株式会社の会計参与である公認会計士は，検査役の調査
を省略するため，当該現物出資財産について定められた価額が相当で
あることについて証明することができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 

5 募集株式の発行において，現物出資財産について定められた価額が相
当であることについて，会計参与である弁護士の証明を受けた場合に
は，当該証明を受けた現物出資財産の価額について検査役の調査を省
略することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 
 

 
（商業登記法） 

6 引受人に割り当てる株式の総数が発行済株式総数の10分の１を超えな
い場合，募集株式の引受人が会社に対する600万円の金銭債権を出資し
たときであっても，当該金銭債権について記載された会計帳簿を添付
する必要はない。〔19-31-エ〕 
 

 〇 
少数株式，少額
財産にあたって
いれば，他の添
付書面は不要 

7 出資の目的が金銭以外の財産である場合において，現物出資財産を給
付する募集株式の引受人に割り当てる株式の総数が発行済株式総数の
10分の１を超えないため検査役の調査を要しないときは，当該登記の
申請書には，当該引受人に割り当てる株式の総数が発行済株式総数の
10分の１を超えないことを証する書面を添付しなければならない。 

〔23-31-エ〕 
 

 × 

8 市場価格のない600万円の有価証券を募集株式の出資の目的とした場
合において，現物出資をする引受人に割り当てる株式の総数が発行済
株式の総数の10分の１を超えないときは，募集株式の発行による変更
の登記の申請書には，検査役の調査報告を記載した書面及びその附属
書類を添付しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 
少数株式，少額
財産にあたって
いれば，他の添
付書面は不要 

9 金銭以外の財産を給付する募集株式の引受人に割り当てる株式の総数
が発行済株式の総数の10分の１を超えない場合，当該募集株式の発行
による変更の登記の申請書には，引受人に割り当てる株式の総数が発
行済株式の総数の10分の１を超えないことを証する書面を添付するこ
とを要しないが，金銭以外の財産の給付があったことを証する書面を
添付しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 
給付をしたこと
を証する書面は

不要 
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【募集株式の発行等の際の現物出資（他の制度との比較）】その① 

 要件 立証 

少数株式の特例 
募集株式の引受人に割り当てる株式の
総数が，発行済株式の総数の10分の１
を超えない場合 ★1 

不要 
★6.8 

少額財産の特例 
現物出資財産について定められた価額
の総額が，500万円を超えない場合 
★2 

不要（注１） 
★7 

市場価格のある 
有価証券の特例 

現物出資財産のうち，市場価格のある
有価証券について定められた価額が，
当該有価証券の市場価格として法務省
令で定める方法により算定されるもの
を超えない場合 

有価証券の市場価格を証する
書面 

弁護士等の証明が 
ある場合の特例 

現物出資財産について定められた価額
が相当であることについて，弁護士等
の証明を受けた場合（現物出資財産が
不動産である場合にあっては，当該証
明及び不動産鑑定士の鑑定評価を受け
た場合）（注２） 

弁護士等の証明を記載した書
面及びその附属書類（注３） 
 
※現物出資の目的である財産

が不動産である場合には ，
「不動産鑑定士による鑑定
評価を記載した書面」をも添
付しなければならない。 

会社に対する金銭
債権の特例 

現物出資財産が株式会社に対する金銭
債権（弁済期が到来しているものに限
る）であって，当該金銭債権について
募集事項として定められた価額が，当
該金銭債権に係る負債の帳簿価額を超
えない場合（注４）★3 

金銭債権について記載された
会計帳簿 

 
（注１）金銭以外の財産を出資の目的とした場合であっても，募集株式の発行による変更の登記

の申請書には，金銭以外の財産の給付があったことを証する書面を添付することを要しな
い（商登56③参照）。★9 

 
（注２）証明ができない者 

① 取締役，会計参与，監査役若しくは執行役又は支配人その他の使用人 ★4.5 
② 募集株式の引受人 
③ 業務の停止の処分を受け，その停止の期間を経過しない者 
④ 弁護士法人，弁護士・外国法事務弁護士共同法人，監査法人又は税理士法人であって，

その社員の半数以上が①又は② に掲げる者のいずれかに該当するもの 
 

（注３）この場合の証明書には，証明又は鑑定評価をした者が自然人であるときは，その資格が
記載されていることを要するが，その者の資格を証する書面を添付することは要しない
（平14.12.27 民商3239 号）。 

 
（注４）募集株式の発行において，募集株式の引受人が会社に対する金銭債権を現物出資した場

合，当該金銭債権に係る会計帳簿の記載から当該金銭債権の弁済期の到来の事実を確認す
ることができないときであっても，会社が期限の利益を放棄していないことが添付書面か
ら明らかでなければ，申請書に当該会計帳簿を添付して，募集株式の発行による変更の登
記を申請することができる。 
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10 募集株式の出資の目的が市場価格のある有価証券である場合におい
て，募集事項において当該有価証券の価額を定めた価額決定日に当該
有価証券が公開買付け等の対象となっておらず，かつ，当該募集事項
に定められた価額が当該価額決定日における当該有価証券を取引する
市場における最終の価格を超えないときは，募集株式の発行による変
更の登記の申請書には，検査役の調査報告を記載した書面及びその附
属書類に代えて当該有価証券の市場価格を証する書面を添付すること
ができる。〔20-35-ア（17-33-イ）〕 
 

 〇 

11 募集株式の発行による変更の登記について，出資の目的が市場価格の
ない株式のみである場合において，当該株式について募集事項の決定
で定められた価額の総額が700万円であっても，当該総額が相当である
ことについて税理士の証明を受けているときは，当該登記の申請書に
は，検査役の調査報告を記載した書面及びその附属書類ではなく，当
該証明を記載した書面及びその附属書類を添付しなければならない。
〔21-29-オ〕 
 

 〇 

12 募集株式の発行の際に，現物出資の目的である財産が不動産である場
合において，公認会計士がその価額の証明を行うときは，登記の申請
書には，公認会計士の証明書と共に，不動産鑑定士の鑑定評価書又は
固定資産課税台帳に登録されている価額に関する証明書を添付しなけ
ればならない。〔17-33-オ〕 
 

 × 
不動産鑑定士の
鑑定評価書は必

ず添付する 

13 募集株式の発行の際に，登記の申請書に現物出資の目的である財産の
価額についての税理士の証明書を添付する場合には，その資格を証す
る書面を添付する必要はない。〔17-33-エ（23-31-ウ）〕 
 

 〇 

14 出資の目的が株式会社に対する弁済期が到来している金銭債権であっ
て，募集事項として定められた価額が当該金銭債権に係る負債の帳簿
価額を超えない場合には，募集株式の発行による変更の登記の申請書
に，会計帳簿に記載された当該金銭債権の帳簿価額についての公認会
計士又は監査法人による証明を記載した書面を添付しなければならな
い。〔26-33-オ〕〔令3-30-ア〕 
 

 × 

15 募集株式の発行に際して株式会社に対する金銭債権が現物出資された
場合において，当該金銭債権に係る会計帳簿の記載から当該金銭債権
の弁済期の到来の事実を確認することができないときは，当該株式会
社は，募集株式の発行による変更の登記の申請書に当該会計帳簿を添
付して当該変更の登記を申請することはできない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

16 市場価格のある有価証券を出資の目的とし，かつ，会社が募集事項の 
決定の際に当該有価証券の価額を900 万円と定めていた場合におい
て，当該有価証券を当該会社に給付した日におけるその市場価格が
1000 万円であるときは，当該市場価格を証する書面を添付して，募集
株式の発行による変更の登記を申請することができる。 

〔30-30-エ〕 
 

 × 

17 弁済期の到来した第三者に対する金銭債権を出資の目的とする場合に 
おいて，会社が募集事項の決定の際に当該金銭債権の価額を1000 万円
と定めていたときは，その価額が相当であることについて当該会社の
監査役である弁護士の証明を記載した書面及びその附属書類を添付し
て，募集株式の発行による変更の登記を申請することができる。 

〔30-30-ア〕 

 × 
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【募集株式の発行等の際の現物出資（他の制度との比較）】その② 

 要件 立証 

少数株式の特例 
募集株式の引受人に割り当てる株式の
総数が，発行済株式の総数の10分の１
を超えない場合 

不要 

少額財産の特例 
現物出資財産について定められた価額
の総額が，500万円を超えない場合 

不要（注１） 

市場価格のある 
有価証券の特例 

現物出資財産のうち，市場価格のある
有価証券について定められた価額が，
当該有価証券の市場価格として法務省
令で定める方法により算定されるもの
を超えない場合 ★10 

有価証券の市場価格を証する
書面 
※現物出資財産の価額決定日

における最終市場価格又は
公開買付け等に係る契約に
おける価格のいずれか高い
額を証する必要がある。 

★16 

弁護士等の証明が 
ある場合の特例 

現物出資財産について定められた価額
が相当であることについて，弁護士等
の証明を受けた場合（現物出資財産が
不動産である場合にあっては，当該証
明及び不動産鑑定士の鑑定評価を受け
た場合）（注２） 

弁護士等の証明を記載した書
面及びその附属書類（注３） 
 ★11 
 
※現物出資の目的である財産

が不動産である場合には ，
「不動産鑑定士による鑑定
評価を記載した書面」をも添
付しなければならない。★12 

会社に対する金銭
債権の特例 

現物出資財産が株式会社に対する金銭
債権（弁済期が到来しているものに限
る）であって，当該金銭債権について
募集事項として定められた価額が，当
該金銭債権に係る負債の帳簿価額を超
えない場合（注４） 

金銭債権について記載された
会計帳簿 
★14 

 
（注１）金銭以外の財産を出資の目的とした場合であっても，募集株式の発行による変更の登記

の申請書には，金銭以外の財産の給付があったことを証する書面を添付することを要しな
い（商登56③参照）。 

 
（注２）証明ができない者 

① 取締役，会計参与，監査役若しくは執行役又は支配人その他の使用人 ★17 
② 募集株式の引受人 
③ 業務の停止の処分を受け，その停止の期間を経過しない者 
④ 弁護士法人，弁護士・外国法事務弁護士共同法人，監査法人又は税理士法人であっ

て，その社員の半数以上が①又は② に掲げる者のいずれかに該当するもの 
 

（注３）この場合の証明書には，証明又は鑑定評価をした者が自然人であるときは，その資格が
記載されていることを要するが，その者の資格を証する書面を添付することは要しない
（平14.12.27 民商3239号）。★13 

 
（注４）募集株式の発行において，募集株式の引受人が会社に対する金銭債権を現物出資した場

合，当該金銭債権に係る会計帳簿の記載から当該金銭債権の弁済期の到来の事実を確認す
ることができないときであっても，会社が期限の利益を放棄していないことが添付書面か
ら明らかでなければ，申請書に当該会計帳簿を添付して，募集株式の発行による変更の登
記を申請することができる。 ★15 
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【出資の履行】 

1 募集株式の引受人は，出資の履行をする債務と会社に対する債権とを

相殺することができない。〔23-28-イ（3-37-2，5-32-イ，11-32-ウ）〕 

 

 〇 

2 会社設立後の募集株式の発行においては，払込期日又は期間内に払込

みがない場合には，株式引受人は，当然に失権する。 

〔11-35-エ（63-29-3）〕 

 

 〇 

3 設立後の募集株式の発行においては，発行予定株式の総数の引受け及

び払込みがなくても，その引受け及び払込みの限度で効力が認められ

る。〔11-35-ウ（2-29-5）〕 

 

 〇 

4 募集株式の引受人の一部が出資の履行をしないときは，株式会社は，

当該引受人に対して，期日を定め，その期日までに当該出資の履行を

しなければならない旨を，当該期日の２週間前までに通知しなければ

ならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

5 募集株式の引受人が募集株式を発行する会社に対し金銭債権を有する

場合において，当該引受人が払込金額の全額の払込みをする債務と自

己が有する当該金銭債権とを相殺する旨の意思表示をしたときは，当

該意思表示をしたことを証する書面を添付して募集株式の発行による

変更の登記を申請することができる。〔31-30-ウ〕 

 × 

 

【「払込みがあったことを証する書面」の具体的内容】 

1 出資の目的である金銭の払込みがあったことを証する書面として申請

書に添付された書面が払込取扱機関における口座の入金の記録のある

預金通帳の写しを合てつした代表取締役の作成に係る書面である場合

において，当該入金の記録の日付が払込期日に先立つものであるとき

は，当該申請は，受理されない。〔23-31-ア〕 

 × 
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【出資の履行】（注１） 

 

 金銭出資 現物出資 

履行の内容 
払込期日又は払込期間内に払込金額

の全額の払込み（208Ⅰ） 

払込期日又は払込期間内に出資財産

の全部の給付（208Ⅱ） 

相殺の可否 
募集株式の引受人は，払込債務・給付債務と会社に対する債権とを，相殺す

ることができない（208Ⅲ）★1.2.5（注２） 

 

（注１）出資の履行をしないときは，当該出資の履行をすることにより募集株式の株主となる権

利を直ちに失うため（会社 208Ⅴ）★2.3，募集株式の引受人に対して，出資の履行の催

告を要しない。★4 

 

（注２）ただし，会社からの相殺及び相殺契約は可能とされている（208Ⅲ反対解釈）。 

 

 

【「払込みがあったことを証する書面」の具体的内容】 

 

① 払込金受入証明書 

② 代表取締役（又は代表執行役）の作成に係る払込取扱機関に払い込まれた金額を証明す

る書面に，次の書面のいずれかを合てつしたもの 

 ⅰ 払込取扱機関における口座の預金通帳の写し（注） 

 ⅱ 取引明細表その他の払込取扱機関が作成した書面 

 

（注）預金通帳の入金記録の日付が払込期日に先立つ場合であっても，登記申請は受理される。 

★1 
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【募集株式発行の効力発生日と払込期日の変更】 

1 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社の募集株式の発行による

変更の登記の申請に関して，株主総会の決議により決定された払込期

日より前に募集株式の引受人のすべてが出資の履行を完了した場合に

おいて，当該払込期日を繰り上げる旨の株主総会の決議をしたときは，

当該払込期日より前の日を登記原因年月日とする募集株式の発行によ

る変更の登記の申請書には，当該株主総会の議事録を添付しなければ

ならない。〔22-29-ア（3-33-3，6-29-ウ，8-29-5）〕 

 

 〇 

2 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社の募集株式の発行による

変更の登記の申請に関して，株主総会の決議により決定された払込期

日を当該払込期日の経過前に延期する旨の決議を株主総会においてし

た場合には，募集株式の発行による変更の登記の申請書には，当該延

期に係る決議をした株主総会の議事録及び募集株式の引受けの申込み

をした者全員の同意書を添付しなければならない。 

〔22-29-オ（57-34-3，63-34-2，14-33-3）〕 

 〇 

3 会社法上の公開会社である株式会社が株主に株式の割当てを受ける権

利を与えずに，払込金額が引受人に特に有利な金額でない募集株式の

発行をする場合において，少なくとも一人が株式の申込みをした後に

払込期日を延期したときは，募集株式の発行による変更の登記の申請

書には，払込期日の延期に係る取締役会議事録及び株主全員の同意書

を添付しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

募集株式の引受

人全員の同意書

を添付しなけれ

ばならない 

4 募集株式の発行に際して募集事項として定めた払込期日前に，募集株

式の払込金額の全額について払込みが完了している場合において，払

込期日を繰り上げたときであっても，当該募集株式の発行による変更

の登記の申請書には，当該募集株式の引受人全員の同意書を添付する

ことを要しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

5 募集株式と引換えにする現物出資財産の給付の期間を定めた場合にお

いて，募集株式の引受人が当該期間内に現物出資財産の給付をしたと

きは，当該引受人は，当該期間の末日に株主となる。〔令2-28-エ〕 

 

 × 

6 取締役会設置会社でない会社が，株主総会の決議によって，株主総会

の開催日を募集株式と引換えにする金銭の払込期日として募集事項を

決定した上で総数引受契約を承認した場合において，当該承認後，当

該株主総会の開催日当日中に，当該契約の締結及び募集株式と引換え

にする金銭の全額の払込みが行われたときは，募集株式の発行による

変更の登記を申請することができる。〔令2-30-エ〕 

 

 〇 

7 金銭の払込期間を定めて募集株式を発行する場合において，払込期間

中の複数日にわたって株式引受人の全員であるＡ及びＢから各々の払

込みがされ，払込期間の末日前に募集株式の発行による変更の登記の

申請をするときは，その登記すべき事項として，各々の払込みごとの

発行済株式の総数及び資本金の額を記載することを要しない。 

〔令2-30-ウ〕 

 × 

8 金銭の払込期間を定めて募集株式を発行する場合において，株式引受

人全員が当該払込期間の初日にその金銭の全額の払込みをしたとして

も，募集株式の発行による変更の登記の申請は，当該払込期間の末日

から2 週間以内にすれば足りる〔令2-30-オ〕 

 

 〇 
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【募集株式発行の効力発生日と払込期日の変更】 

 株主となる時期 

（注１） 
登記期間の起算日 登記の変更年月日 

「払込期日」 

を定めた場合 

払込期日 

（注２）（注３） 
払込期日 払込期日 

「払込期間」 

を定めた場合 

出資の履行をした

日（払込日）★5 

出資の履行をした日 

（払込日） 

個々の株式引受人の払

込日（注４） 

払込期間の末日とすること

もできる★8 
払込期間の末日 

（注１）取締役の報酬等として株式の発行又は自己株式の処分をする場合には，割当日（209Ⅳ） 

 

（注２）払込期日の変更 

 

 
繰上げ変更 延期変更 

要件  

① 
払込金額の全額が払い込まれている

こと 
 

② 発行決議機関の決議があること 発行決議機関の決議があること 

③  株式引受人全員の同意があること 

添付

書面 

① 

変更決議をした 

「株主総会議事録＋株主リスト」や

「取締役会議事録」 ★1 

変更決議をした 

「株主総会議事録＋株主リスト」や

「取締役会議事録」 

② ★4 
株式申込人全員の同意書★2.3 

株主リスト  

 

（注３）募集事項の決定の日を払込期日にして，その日に効力を生じさせることができるか。 

 
 募集事項の 

決定日 
 
 
「本日を払込期日 
 として，即時に

効力を生じさせ
る」 

原則 × 

「割当ての決定をした場合，会社は，払込期
日の前日までに，申込者に対して割り当てる
株式の数を通知しなければならない（会204
Ⅲ）」というルールがあるため 

例外 
総数引受契約
をする場合 

〇★6 

申込み及び割当ての手続を要しないため，総
数引受契約の日を払込期日として，その日に
効力を発生させることができる 

 

（注４）この場合の変更年月日は，個々の引受人の払込日としなければならず，払込期間の末

日とすることはできない。★7 
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【取締役等の報酬等である募集株式の発行の手続】 

 

1 上場会社が，当該上場会社の取締役の報酬等である募集株式を新たに

発行する場合，募集株式の発行による変更の登記の申請書には，登記

すべき事項として，上場会社である旨を記載しなければならない。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

2 株式会社が，募集株式の発行に際して，取締役の報酬等として当該募

集に係る株式の発行をするものであり，募集株式と引換えにする金銭

の払込みを要しない旨を募集事項に定めた場合，当該募集株式の引受

人は，割当日に，その引き受けた募集株式の株主となる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

3 上場会社が，当該上場会社の取締役の報酬等である募集株式を新たに

発行する場合において，取締役が当該上場会社に対し割当日後にその

職務の執行として募集株式を対価とする役務を提供するときであって

も，募集株式の発行による変更の登記の申請書には，資本金の額が会

社法及び会社計算規則の規定に従って計上されたことを証する書面を

添付しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

4 上場会社が，当該上場会社の取締役の報酬等である募集株式を新たに

発行する場合において，取締役が当該上場会社に対し割当日前にその

職務の執行として募集株式を対価とする役務を提供するときは，募集

株式の発行による変更の登記の申請は，役務の提供があった日から２

週間以内にしなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 
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【取締役等の報酬等である募集株式の発行の手続】 

 

手続き 立証書面 その他 

定款の定め，株主総会

の決議又は報酬委員

会の決定（会社

361Ⅰ③，409Ⅲ③） 

① 定款 

② 定款に定めがない場合には株主総会

の議事録及び株主リスト 

③ 報酬委員会の決定を証する書面 

上場会社であることに

ついては，登記記録等か

ら非公開会社でないこ

とを確認することをも

って足りる。★1 

募集事項の決定（取締

役会による） 
取締役会の議事録  

募集株式の申込み 
募集株式の引受けの申込み又は総数の引

受けを行う契約を証する書面 

取締役等以外の者は，募

集株式の申込みをし等

をすることができない

（会社 205 条 3 項，第 5

項）。 

割当て 

募集株式が譲渡制限株式であるときは，割

当ての決定又は総数の引受けを行う契約

の承認に係る取締役会の議事録 

 

株主となる時期  

募集株式の引受人は，割

当日に株主になる（会社

209 条 4 項）★2 

資本金の計上 

資本金の額が増加する場合には，資本金の

額が会社法及び会社計算規則の規定に従

って計上されたことを証する書面（商登規

61 条第 9 項）★3 

 

 

＜取締役等の報酬等である募集株式の発行による変更の登記の手続＞ 

 事前交付型 事後交付型 

意義 株式割当後に役務を提供する場合 株式割当前に役務を提供する場合 

登記期間 

募集株式の発行により発行済み株式

の総数並びにその種類及び種類ごと

の数に変更があったとき（注） 

募集株式の発行により発行済み株式

の総数並びにその種類及び種類ごと

の数並びに資本金の額（増加する場合

に限る。）に変更があったとき 

割当日から 2 週間以内 ★4 

資本が増加

する日 

株主資本変動日 

＝ 各事業年度の末日（臨時計算書類

を作成しようとし，又は作成した

場合にあっては臨時決算目） 

割当日 

 

（注）事前交付型の場合であって，資本金の額が増加する場合における資本金の額の増加につ

いては，株主資本変動日から 2 週間以内に，本店の所在地において変更の登記をしなけれ

ばならない。 
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【現物出資財産の不足額てん補責任】 

1 会社法上の公開会社における募集株式の発行において，募集株式の引
受人の給付した現物出資財産の価額がこれについて募集事項として定
められた価額に著しく不足する場合には，当該定められた価額の決定
に関する取締役会に議案を提案した取締役は，裁判所の選任した検査
役の調査を経たときであっても，会社に対し，その不足額を支払う義
務を負う。〔25-28-エ〕 
 

 × 

2 募集株式の発行において，現物出資財産の価額について検査役の調査
を受けたにもかかわらず，募集株式の引受人が募集株式の株主となっ
たときにおけるその給付した現物出資財産の価額が募集事項で定めら
れた価額に著しく不足する場合，当該募集株式の引受人の募集に関す
る職務を行った業務執行取締役は，その職務を行うについて注意を怠
らなかったことを証明しない限り，株式会社に対し，当該不足額を支
払う義務を負う。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 
検査役の調査を受けた
場合は，不足額を支払

う義務を負わない 

3 募集株式の発行において，募集株式の引受人が募集株式の株主となっ
たときにおけるその給付した現物出資財産の価額が募集事項で定めら
れた価額に著しく不足する場合，当該現物出資財産を給付した募集株
式の引受人は，当該不足につき善意であれば，軽過失があっても，募
集株式の引受けの申込みに係る意思表示を取り消すことができる。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 

4 募集株式の発行に際して，現物出資財産の価額について弁護士の証明
を受けたにもかかわらず，募集事項で決定した価額に著しく不足する
場合において，当該価額が相当であることについて証明をした弁護士
は，当該証明をするについて注意を怠らなかったことを証明したとき
であっても，株式会社に対し，当該不足額を支払う義務を負う。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 
証明者が現物出資財産
の価額の証明について
注意を怠らなかったこ
とを証明したときは，
当該証明者は，株式会
社に対し，不足額を支
払う義務を負わない
（会社213Ⅲ但書） 

【仮装払込の処理】 

1 募集株式の引受人は，募集株式の払込金額の払込みを仮装した場合，
株式会社に対し，払込みを仮装した払込金額の全額の支払をする義務
を負う。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 

2 募集株式の引受人が，募集株式の払込金額に相当する現物出資財産の
給付を仮装した場合，株式会社に対する給付を仮装した現物出資財産
の給付をする義務は，株主総会の特別決議によって免除することがで
きる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

総株主の同意が

必要 

3 募集株式の引受人が募集株式の払込金額の払込みを仮装した場合，募
集株式の引受人が出資の履行を仮装することに関与した取締役として
法務省令で定める者は，当該出資の履行を仮装した取締役ではなく，
かつ，その職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明したと
きであっても，株式会社に対し，払込みを仮装した払込金額の全額の
支払をする義務を負う。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

4 取締役が自ら募集株式の払込金額の払込みを仮装した場合であって
も，当該取締役は，その職務を行うについて注意を怠らなかったこと
を証明したときは，株式会社に対し，当該仮装払込みにかかる払込金
額の全額の支払をする義務を負わない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

5 募集株式の引受人は，募集株式の払込金額の払込みを仮装した場合，
株式会社に対し払込みを仮装した払込金額の全額の支払がされる前で
あっても，出資の履行を仮装した募集株式について，株主の権利を行
使することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 
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6 設立時募集株式の引受人がその払込金額の全額の払込みを仮装した場
合において，払込みを仮装することに関与した発起人が当該払込金額
の全額を支払ったときは，当該発起人は，払込みを仮装した設立時発
行株式について，設立時株主及び株主の権利を行使することができる。 
〔28-27-エ〕 
 

 × 

7 募集株式の引受人が払込金額の払込みを仮装した場合には，当該募集
株式の譲受人が当該払込みが仮装されたことを知らず，かつ，そのこ
とに重大な過失がないときであっても，当該引受人が払込みを仮装し
た払込金額の全額の支払をした後でなければ，当該譲受人は，当該募
集株式についての株主の権利を行使することができない。〔令2-28-オ〕 

 × 

 

【現物出資財産の不足額てん補責任】 

 要 件 態 様 

現物出資の財産給付者 善意・無重過失 

引受けの意思表示を 

取り消すことができる 

（会社 212Ⅱ）★3 

取締役等 

検査役の調査を経た場合 
責任なし 

（会社 213Ⅱ） ★1.2 

職務を行うについて注意

を怠らなかったことを証

明した場合 

責任なし 

（会社 213Ⅱ） 

現物出資財産に 

ついての証明者 

証明を行うについて注意

を怠らなかったことを証

明した場合 

責任なし 

（会社 213Ⅲ但書）★4 

 

【仮装払込の処理】 

 

 

 

 

仮装に関与した 

取締役・執行役 

 

  「払ったこと 

にする」 

 

仮装払込みをした 

引受人 

 

論点 結論 

払込金額の支払義務を

負う者 

仮装払込みをした引受人 ★1 

仮装払込みに関与した取締役・執行役 

（注1） 

払い込むまでの 

引受人の権利 

株主権を行使できない（会社209Ⅱ） 

★5 

上記の引受人からの 

株式譲受人の権利 

悪意又は重過失でない限り，権利行使が

できる（会社209Ⅲ）★7 

責任を

免れる

場合 

仮 装払込 みを

した引受人 

総株主の同意 

（会社213の２Ⅱ） ★2 

仮 装払込 みに

関 与した 取締

役・執行役 

職務を行うについて注意を怠らなかっ

たことを証明した場合 ★3 

（会社213の３Ⅰ但書）（注2） 

 

（注1）取締役は引受人になるのではなく，払込義務を負うだけである（払込義務を履行しても，

自らが株主になれるというわけではない）。このように取締役の払込義務は，もっぱら制

裁的な機能だけを有することになる。★6 

（注 2）当該出資の履行を仮装したものを除く。★4 
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＜最後に＞ 

この講座が最も大切にしているのは、「効率の良さ」です。 

勉強時間が限られている受験生が、1冊でインプットもアウトプットも完結で

きるように、長い年月をかけて作り込んできた、私（根本）が自信をもってお

届けするテキストです。 

 

多くの受験生が、「まんべんなく勉強したはずなのに、結局どれも身につかな

かった」という悩みを抱えています。 

そうした現状に気づき、この講座では“とにかく出題されるポイントだけに集

中する”というスタイルをとることにしました。 

この講座では、インプットとアウトプットを厳選し、無駄のない学習ができる

ように仕上げています。 

 

内容としては、基礎はもちろん、それ以上のことも扱います。 

「Ａはすべてとる、Ｂも半分以上取れる」力をつけて、択一で27〜28問以上は

確実に取れるようにし、30問正解も目指せるよう導く内容にしています。 

 

インプットがつい疎かになってしまう方。 

アウトプットばかりしてしまう方。 

とにかく時間がなく、効率を求めている方。 

 

そんな方にこそ、ぜひこの講座を受けてみていただきたいと思っています。 
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